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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 141,322 △8.4 △1,231 ― △1,069 ― △1,991 ―

28年3月期 154,219 0.7 946 △41.6 1,144 △39.7 70 △84.4

（注）包括利益 29年3月期　　△1,794百万円 （―％） 28年3月期　　△16百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 △111.31 ― △11.0 △1.6 △0.9

28年3月期 3.92 ― 0.4 1.8 0.6

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 ―百万円 28年3月期 ―百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 70,304 17,137 24.2 951.79

28年3月期 62,420 19,289 30.7 1,072.64

（参考） 自己資本 29年3月期 17,031百万円 28年3月期 19,194百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 387 △2,249 11,851 15,412

28年3月期 2,830 △2,217 △1,360 5,423

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 357 510.6 1.8

29年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 178 ― 1.0

30年3月期(予想) ― 0.00 ― 20.00 20.00 51.1

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 138,000 △2.4 1,550 ― 1,800 ― 700 ― 39.12

（注）当連結グループの売上高は、第３四半期連結会計期間に写真つき年賀状等のプリント商品を主力商品として拡大販売していることから下半期に偏重して
おり、上半期の業績予測が極めて困難な状況にあります。したがいまして、通期のみの業績予想とさせていただきます。



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細は、添付資料14ページ「３．連結財務諸表及び主な注記(5) 連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 17,918,252 株 28年3月期 17,918,252 株

② 期末自己株式数 29年3月期 23,986 株 28年3月期 23,986 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 17,894,266 株 28年3月期 17,894,342 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 123,907 △9.3 △1,819 ― △1,544 ― △2,088 ―

28年3月期 136,540 0.4 371 △55.0 1,066 △26.1 254 △36.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 △116.72 ―

28年3月期 14.24 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 63,881 16,703 26.1 933.46

28年3月期 56,717 19,089 33.7 1,066.82

（参考） 自己資本 29年3月期 16,703百万円 28年3月期 19,089百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。
また、実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。業績予想に関する事項については、添付資料４ページ「１.経営成績等の
概況（４）今後の見通し」をご参照下さい。
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１．経営成績等の概況

(1）当期の経営成績の概況

 当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善傾向は続く一方で、米国経済の動向や世界経済の不確

実性もあり、依然として先行き不透明な状況となっています。個人消費については、物価上昇への懸念から停滞感が続

いており、景気の先行きは不透明な状況が続いております。 

 このような経営環境のなか、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、事業の長期的な成長を重視し、すべての

活動を「プリントにつなげる」戦略を強化することで、当連結会計年度の計画を推進してまいりました。 

 実施した施策は、以下のとおりです。

 

①「カメラのキタムラ」を５店、「スタジオマリオ」を３店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」を４店、合

計12店出店しました。退店は、「カメラのキタムラ」67店、「スタジオマリオ」14店の合計81店です。移転は、

「カメラのキタムラ」８店、「スタジオマリオ」１店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」３店の合計12店

です。また「カメラのキタムラ」10店、「スタジオマリオ」２店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」３店

の合計15店を、リニューアルしました。 

②「年賀状」の収益向上のために、次の施策を実施しました。

・年賀状をスマートフォンやタブレットから注文し易くする為に、アプリを「写真年賀状」「年賀状印刷」「コダ

ック年賀状」の３つにまとめました。 

・結婚や誕生のご報告向けに、風合い豊かなアート紙を使用し、上質感のあるデザインの「キタムラオリジナルプ

レミアム」年賀状をはじめました。 

・昨年、「カメラのキタムラ」で年賀状をご利用いただいたお客さまと、「スタジオマリオ」で「マリオフォトＣ

Ｄ」ご購入のお客さまに、年賀状ＤＭをお送りしました。 

・年々需要の高まる「年賀状印刷・写真入り」のデザインを増やし、年末ぎりぎりのスピード仕上げの体制を強化

しました。 

 その結果、年賀状の販売枚数は、6,778万枚（前年同期比1.1％増）となりました。 

③スマートフォンの販売店舗数は20店減少し426店になりました。取扱いキャリアでは、ドコモを23店減少し417店

に、ａｕを４店増加し316店に、ソフトバンクを５店減少し296店になりました。また、３キャリア（ドコモ、ａ

ｕ、ソフトバンク）の併売店は、４店増加し254店になりました。 

④「スタジオマリオ」では、最大需要期の七五三撮影が微減となり、その結果、当連結会計年度において、売上高は

前年同期比0.4％減、客数は前年同期比3.6％減、客単価は前年同期比3.4％増となりました。

⑤平成28年４月26日に、「スタジオマリオ」のホームページを「ひとに最もお勧めしたい記念日スタジオ」「上質で

シンプルなデザイン」をテーマにリニューアルしました。撮影サービスやキャンペーン情報、商品などイメージも

見やすくし、TOPページには、「わくわくするような親子体験」を伝える動画を掲載しました。また、スマートフ

ォンやタブレットから来訪されるお客さまに対応するために、見やすく操作しやすいレイアウトにしました。

⑥「スタジオマリオ」は白を基調とした店舗デザインに一新し、245店舗を改装しました。お子さまと一緒にご家族

みんなで「記念日撮影」を楽しんでいただけるスタジオを目指します。

⑦「フォトブック」のネット注文サイトをリニューアルしました。「カメラのキタムラ」店頭のプリント受付機とご

自宅のパソコンの注文画面が同じになりました。また、種類やデザインが選びやすくなり、操作も簡単になりまし

た。加えて、平成29年１月６日より従来の「キタムラフォトブック」を「フォトプラスブック（photo+BOOK）」に

名称変更しました。「フォトプラスブック」のハードカバーは、見開きの写真が迫力ある仕上がりになるレイフラ

ット仕様です。表紙にも高級感があり、贈り物にも最適のため、お客さまにも好評です。

⑧中古カメラの販売強化策として、平成28年６月29日より、「キタムラネットショップ」で、「トクトク交換サービ

ス」を開始しました。当該サービスは、カメラご購入時に、お持ちのカメラ・レンズの下取りを同時にお申し込み

いただくと、差額分のお支払いでご購入いただける宅配限定のサービスです。

⑨平成29年３月に「カメラのキタムラヤフー店」が、Yahoo!ショッピングの「年間ベストストア」を９年連続で受賞

しました。
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 この結果、当連結会計年度において当社グループの実績は、売上高は141,322百万円（前年同期比8.4％減）となりま

した。「平成28年熊本地震」の影響によるデジタルカメラ等の減産の影響や、スマートフォン等の販売が低調であった

こと、また天候不順等によるイメージング部門の売上減少もあり減収となりました。利益面では営業損失1,231百万円

（前年同期は946百万円の営業利益)、経常損失1,069百万円（前年同期は1,144百万円の経常利益）となりました。こう

した状況のもと、既存商品の市場が縮小する中でも利益が確保できる損益構造を確立するとともに、今後も収益と成長

が見込める分野に経営資源を振り向けていく事業構造改革を行うことといたしました。事業構造改革に伴う減損損失及

び店舗閉鎖損失引当金繰入額の計上等により、親会社株主に帰属する当期純損失は1,991百万円（前年同期は70百万円

の親会社株主に帰属する当期純利益）となりました。 

 

 セグメントごとの業績は、以下のとおりです。 

（店舗販売事業）

 イメージング部門で年賀状販売が好調だったものの、デジカメプリント等の販売が減少したこと、またスマートフ

ォン販売及びカメラ販売が減少したことにより売上高が減少しました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は123,907百万円（前年同期比9.2％減）となり、1,489百万円のセグメント

損失（前年同期は1,035百万円のセグメント利益）となりました。

 

（レンタル事業）

 コミックレンタル、文房具の販売が好調に推移したものの、販売用の映像及び音楽ソフト、ＣＤレンタル、ＤＶＤ

レンタルが減少したことにより売上高が減少しました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,020百万円(前年同期比4.8％減）となり、66百万円のセグメント利益(前

年同期比33.3％減）となりました。

 

（服飾卸販売事業）

 主力商品である「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」のバッグの卸販売が減少したものの、新ブランド「ＧＯＬ

ＬＡ」取り扱い開始・利益率の向上・ロイヤリティー事業の収益増加・経費削減などにより利益が増加しました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は1,513百万円（前年同期比11.3％減）となり、145百万円のセグメント利益

（前年同期比22.3％増）となりました。

 

（写真卸販売事業）

 アルバム分野、学校写真分野を中心にプリント全般の卸売が好調に推移しましたが、商品の卸販売が減少したこと

により売上高が減少しました。また事業拡大のために費用が増加したことにより利益の減少となりました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,111百万円（前年同期比1.0％減）となり、196百万円のセグメント利益

（前年同期比34.8％減）となりました。

 

（医療用機器卸販売事業）

 機器販売が好調に推移したことにより売上高が増加しました。

 この結果、当連結会計年度での売上高は5,188百万円（前年同期比5.0％増）となり、219百万円のセグメント利益

（前年同期比5.0％増）となりました。 

 

（その他事業） 

 パソコン販売が減少したものの修理サービス、課金サービス販売が堅調に推移したことにより利益の増加となりま

した。

 この結果、当連結会計年度での売上高は581百万円（前年同期比2.0％減）となり、23百万円のセグメント利益（前

年同期比11.5％増）となりました。
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(2）当期の財政状態の概況 

(資産) 

 当連結会計年度末の総資産につきましては70,304百万円となり、前連結会計年度末に比べ7,883百万円増加しまし

た。これは主に商品が1,782百万円、敷金及び保証金が522百万円減少したものの、現金及び預金が9,989百万円増加

したこと等によるものであります。

 

(負債)

 負債につきましては53,166百万円となり、前連結会計年度末に比べ10,035百万円増加しました。これは主に支払手

形及び買掛金が2,881百万円、短期借入金が1,160百万円減少したものの、長期借入金（1年内返済予定を含む）が

14,882百万円増加したこと等によるものであります。

 

(純資産)

 純資産につきましては17,137百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,152百万円減少しました。これは主に利益

剰余金が2,349百万円減少したこと等によるものであります。この結果、自己資本比率は24.2％となりました（前連

結会計年度末は30.7％）。

 

(3）当期のキャッシュ・フローの概況 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

9,989百万円増加し、当連結会計年度末には、15,412百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 営業活動により獲得した資金は387百万円（前年同期は2,830百万円の収入）となりました。これは主に、仕入債務

の減少額2,909百万円による資金の減少要因があったものの、減価償却費3,582百万円による資金の増加要因あったこ

と等によるものであります。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

 投資活動により使用した資金は2,249百万円（前年同期は2,217百万円の支出）となりました。これは主に、敷金及

び保証金回収による収入629百万円の増加要因があったものの、有形固定資産の取得による支出1,880百万円、無形固

定資産の取得による支出653百万円の減少要因があったこと等によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 財務活動により獲得した資金は11,851百万円（前年同期は1,360百万円の支出）となりました。これは主に、長期

借入金の返済による支出6,417百万円の減少要因があったものの、長期借入れによる収入21,300百万円による資金の

増加要因があったこと等によるものであります。

 

(4）今後の見通し 

 今後の見通しにつきましては、国内経済は雇用・所得環境の改善が続き、緩やかな景気回復に向かう一方、米国の新

政権での保護主義的な政策による影響や英国のＥＵ離脱による影響、中国をはじめとした新興国の景気減速、為替の変

動等、より一層不透明な経営環境が続くと予想されます。

 そのような状況の中で当社は、既存商品の市場が縮小する中で利益が確保できる損益構造を確立するとともに、今後

も収益と成長を見込める分野に経営資源を振り向けていく事業構造改革を行う中、翌連結会計年度（平成30年３月期）

の連結業績見通しにつきましては、売上高138,000百万円(前年同期比2.4％減）、営業利益1,550百万円（前年同期は

1,231百万円の営業損失）、経常利益1,800百万円（前年同期は1,069百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期

純利益700百万円（前年同期は1,991百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）を予想しております。

 なお、上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸表

を作成する方針であります。

 なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,590 16,579 

受取手形及び売掛金 7,814 7,832 

商品 12,625 10,842 

原材料及び貯蔵品 788 695 

前払費用 650 631 

繰延税金資産 456 841 

未収入金 3,032 2,782 

その他 539 428 

貸倒引当金 △71 △63 

流動資産合計 32,426 40,571 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 14,307 14,108 

減価償却累計額 △10,336 △10,009 

建物及び構築物（純額） 3,970 4,098 

機械装置及び運搬具 1,294 1,262 

減価償却累計額 △1,121 △1,131 

機械装置及び運搬具（純額） 173 131 

工具、器具及び備品 8,383 7,984 

減価償却累計額 △6,144 △5,827 

工具、器具及び備品（純額） 2,238 2,157 

土地 5,567 5,486 

リース資産 5,648 6,470 

減価償却累計額 △1,847 △2,874 

リース資産（純額） 3,801 3,595 

建設仮勘定 62 175 

有形固定資産合計 15,814 15,644 

無形固定資産    

ソフトウエア 1,455 1,515 

その他 695 621 

無形固定資産合計 2,151 2,137 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,070 1,082 

長期貸付金 42 42 

長期前払費用 150 129 

繰延税金資産 1,398 1,859 

敷金及び保証金 8,582 8,060 

仕入先長期積立金 775 775 

その他 64 52 

貸倒引当金 △55 △51 

投資その他の資産合計 12,029 11,950 

固定資産合計 29,994 29,732 

資産合計 62,420 70,304 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 14,018 11,137 

短期借入金 1,460 300 

1年内返済予定の長期借入金 4,351 7,343 

未払金 2,240 1,681 

リース債務 1,267 1,437 

未払法人税等 386 689 

未払消費税等 491 253 

未払費用 2,457 2,457 

賞与引当金 950 964 

役員賞与引当金 28 15 

店舗閉鎖損失引当金 － 142 

資産除去債務 － 83 

その他 667 342 

流動負債合計 28,320 26,848 

固定負債    

長期借入金 6,336 18,227 

リース債務 2,822 2,523 

役員退職慰労引当金 703 － 

退職給付に係る負債 4,300 4,412 

商品保証引当金 305 286 

資産除去債務 142 143 

その他 199 725 

固定負債合計 14,810 26,317 

負債合計 43,130 53,166 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,852 2,852 

資本剰余金 2,604 2,604 

利益剰余金 13,923 11,573 

自己株式 △12 △12 

株主資本合計 19,367 17,017 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 186 246 

退職給付に係る調整累計額 △360 △232 

その他の包括利益累計額合計 △173 14 

非支配株主持分 95 106 

純資産合計 19,289 17,137 

負債純資産合計 62,420 70,304 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

売上高 154,219 141,322 

売上原価 98,492 89,543 

売上総利益 55,727 51,779 

販売費及び一般管理費 54,781 53,011 

営業利益又は営業損失（△） 946 △1,231 

営業外収益    

受取利息 2 2 

受取配当金 25 24 

受取手数料 72 63 

仕入割引 153 121 

貸倒引当金戻入額 8 13 

その他 136 167 

営業外収益合計 399 393 

営業外費用    

支払利息 133 138 

支払手数料 37 72 

売上割引 5 4 

貸倒引当金繰入額 5 1 

その他 19 14 

営業外費用合計 201 230 

経常利益又は経常損失（△） 1,144 △1,069 

特別利益    

固定資産売却益 － 6 

投資有価証券売却益 － 6 

受取補償金 － 5 

特別利益合計 － 17 

特別損失    

固定資産除却損 187 173 

減損損失 109 846 

投資有価証券売却損 27 2 

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 216 

その他 － 23 

特別損失合計 324 1,261 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 
819 △2,313 

法人税、住民税及び事業税 617 564 

法人税等調整額 124 △895 

法人税等合計 742 △331 

当期純利益又は当期純損失（△） 77 △1,981 

非支配株主に帰属する当期純利益 6 10 

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 
70 △1,991 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 77 △1,981 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △50 59 

退職給付に係る調整額 △42 127 

その他の包括利益合計 △93 187 

包括利益 △16 △1,794 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △23 △1,804 

非支配株主に係る包括利益 6 10 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,852 2,604 14,210 △12 19,655 

当期変動額           

剰余金の配当     △357   △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益     70   70 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △287 △0 △287 

当期末残高 2,852 2,604 13,923 △12 19,367 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 237 △317 △79 88 19,664 

当期変動額           

剰余金の配当         △357 

親会社株主に帰属する当期
純利益         70 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） △50 △42 △93 6 △86 

当期変動額合計 △50 △42 △93 6 △374 

当期末残高 186 △360 △173 95 19,289 
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当連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 2,852 2,604 13,923 △12 19,367 

当期変動額           

剰余金の配当     △357   △357 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）     △1,991   △1,991 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）           

当期変動額合計 － － △2,349 － △2,349 

当期末残高 2,852 2,604 11,573 △12 17,017 

 

           

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証券評価
差額金 

退職給付に係る調整
累計額 

その他の包括利益 
累計額合計 

当期首残高 186 △360 △173 95 19,289 

当期変動額           

剰余金の配当         △357 

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）         △1,991 

自己株式の取得           

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額） 

59 127 187 10 197 

当期変動額合計 59 127 187 10 △2,152 

当期末残高 246 △232 14 106 17,137 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△） 
819 △2,313 

減価償却費 3,269 3,582 

減損損失 109 846 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △11 

賞与引当金の増減額（△は減少） 29 14 

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 142 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △0 △13 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 193 295 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 22 △703 

商品保証引当金の増減額（△は減少） △27 △19 

受取利息及び受取配当金 △28 △27 

支払利息 133 138 

投資有価証券売却損益（△は益） 27 △3 

有形固定資産売却損益（△は益） － △4 

固定資産除却損 174 140 

売上債権の増減額（△は増加） 2,216 △18 

たな卸資産の増減額（△は増加） 185 1,874 

その他の資産の増減額（△は増加） △616 382 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,705 △2,909 

その他の負債の増減額（△は減少） △91 △1,303 

その他 26 799 

小計 3,740 888 

利息及び配当金の受取額 27 26 

利息の支払額 △131 △140 

法人税等の支払額 △806 △388 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,830 387 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △484 △1,418 

定期預金の払戻による収入 534 1,418 

有形固定資産の取得による支出 △2,651 △1,880 

有形固定資産の売却による収入 0 12 

無形固定資産の取得による支出 △439 △653 

投資有価証券の売却による収入 647 46 

敷金及び保証金の差入による支出 △366 △329 

敷金及び保証金の回収による収入 577 629 

貸付けによる支出 △4 △5 

貸付金の回収による収入 3 4 

資産除去債務の履行による支出 － △62 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △34 △11 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,217 △2,249 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 200 △1,160 

長期借入れによる収入 6,000 21,300 

長期借入金の返済による支出 △6,220 △6,417 

自己株式の取得による支出 △0 － 

配当金の支払額 △357 △358 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △982 △1,512 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,360 11,851 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △747 9,989 

現金及び現金同等物の期首残高 6,171 5,423 

現金及び現金同等物の期末残高 5,423 15,412 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この結果、当連結会計年度の営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ53百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。 

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

 前連結会計年度において費目別に区分掲記していた「販売費及び一般管理費」は、当連結会計年度より連結損益計算

書の一覧性及び明瞭性を高めるため、「販売費及び一般管理費」として一括掲記しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当連結会

計年度から適用しております。 

 

（役員退職慰労金制度の廃止） 

 当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく要支給額を「役員退職慰労引当金」として計上して

おりましたが、役員退職慰労金制度の廃止に伴い、平成28年６月20日開催の第82期定時株主総会において、役員退職

慰労金の打ち切り支給を決議いたしました。 

 これに伴い、当連結会計年度において「役員退職慰労引当金」の全額を取り崩し、打ち切り支給額の未払金558百万

円については固定負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

（厚生年金基金の解散について） 

 当社が加入する「東京実業厚生年金基金」は、平成28年７月20日に開催された代議員会での解散決議に基づき解散

認可を申請し、厚生労働省より平成28年９月30日付で基金解散が認可されました。なお、基金の解散による負担額は

発生しない見込みであります。 
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が経営資源の分配の決定及び業績を評価するために、定期的な検証を行う対象となっているものであります。

 当社グループは、多様化する顧客のニーズに合わせた販売形態を主軸としながら、取り扱う商品・サービスについ

て包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。

 したがって、販売形態別のセグメントから構成されており、「店舗販売事業」「レンタル事業」「服飾卸販売事

業」「写真卸販売事業」及び「医療用機器卸販売事業」の５つを報告セグメントとしております。

 「店舗販売事業」はカメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭にて提

供しております。

 「レンタル事業」はカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社のフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤのレン

タルを中心に「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行っております。

 「服飾卸販売事業」は服飾雑貨等の輸入卸販売を行っており、主に「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」商品を

取り扱っております。

 「写真卸販売事業」は映像・写真関連商品、プリント現像処理サービス及びデジタル加工処理サービスを取り扱っ

ております。

 「医療用機器卸販売事業」は医療用機器、画像情報システム、レントゲンフィルム等の卸販売、医療機器のメンテ

ナンス等を取り扱っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、連結財務諸表を作成するために採用される会計処理の原則及び

手続きに準拠した方法であります。

 報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

 セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する

実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法

から定額法に変更しております。

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益が、それぞれ「レンタル事

業」で０百万円、「写真卸販売事業」で２百万円、「医療用機器卸販売事業」で０百万円増加し、セグメント損失

が、「店舗販売事業」で51百万円減少しております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自  平成27年４月１日  至  平成28年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
  店舗販売 レンタル 

服飾卸 
販売 

写真卸 
販売 

医療用機器

卸販売 
計 

売上高                    

外部顧客への売上高 136,535 5,275 1,706 5,165 4,942 153,626 593 154,219 － 154,219 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
5 － 77 366 － 448 － 448 △448 － 

計 136,540 5,275 1,784 5,531 4,942 154,074 593 154,668 △448 154,219 

セグメント利益 1,035 99 118 301 208 1,763 20 1,784 △640 1,144 

セグメント資産 57,283 1,844 567 2,508 2,757 64,962 282 65,245 △2,824 62,420 

セグメント負債 38,459 1,519 443 1,884 1,845 44,152 43 44,195 △1,064 43,130 

その他の項目                    

減価償却費 2,577 422 0 257 8 3,265 2 3,268 0 3,269 

受取利息 34 0 0 0 0 35 0 35 △32 2 

支払利息 131 13 1 19 0 166 0 166 △32 133 

特別損失 322 1 0 0 － 324 － 324 △0 324 

（固定資産除却損） 186 0 0 0 － 187 － 187 － 187 

（減損損失） 108 1 0 0 － 109 － 109 － 109 

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額 
4,228 371 － 238 17 4,855 1 4,856 △0 4,856 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益の調整額△640百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△649百万円、グループ会

社間の未実現損益の調整による影響額９百万円が含まれております。

 セグメント資産の調整額△2,824百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産241百万円、繰

延税金資産158百万円、資本連結消去額△1,577百万円、債権債務消去額△1,643百万円及びその他調整額

△２百万円が含まれております。

 セグメント負債の調整額△1,064百万円には、各報告セグメントに配分していない全社負債61百万円、退

職給付に係る負債の調整額518百万円及び債権債務消去額△1,643百万円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。
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 当連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

連結 
財務諸表 
計上額 

（注）３ 
  店舗販売 レンタル 

服飾卸 
販売 

写真卸 
販売 

医療用機器

卸販売 
計 

売上高                    

外部顧客への売上高 123,907 5,020 1,513 5,111 5,188 140,741 581 141,322 － 141,322 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
－ － 43 395 － 438 － 438 △438 － 

計 123,907 5,020 1,557 5,506 5,188 141,180 581 141,761 △438 141,322 

セグメント利益又は損失

（△） 
△1,489 66 145 196 219 △862 23 △839 △229 △1,069 

セグメント資産 64,709 2,052 773 2,397 2,792 72,725 300 73,026 △2,722 70,304 

セグメント負債 48,183 1,726 631 1,719 1,851 54,111 35 54,146 △980 53,166 

その他の項目                    

減価償却費 2,885 380 0 302 10 3,580 2 3,582 △0 3,582 

受取利息 23 0 0 0 0 24 － 24 △21 2 

支払利息 135 12 1 10 0 159 － 159 △21 138 

特別利益 126 － － 0 － 126 － 126 △109 17 

（抱合せ株式消滅差

益） 
109 － － － － 109 － 109 △109 － 

（固定資産売却益） 6 － － 0 － 6 － 6 － 6 

（投資有価証券売却

益） 
6 － － － － 6 － 6 － 6 

特別損失 1,208 38 － 13 1 1,261 0 1,261 － 1,261 

（固定資産除却損） 170 0 － 0 1 173 0 173 － 173 

（減損損失） 808 37 － 0 － 846 － 846 － 846 

（店舗閉鎖損失引当

金繰入額） 
216 － － － － 216 － 216 － 216 

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額 
3,322 467 10 302 13 4,116 1 4,117 △0 4,117 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を含んで

おります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△229百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△229百万円、グ

ループ会社間の未実現損益の調整による影響額０百万円が含まれております。

 セグメント資産の調整額△2,722百万円には、繰延税金資産102百万円、資本連結消去額△1,507百万円、

債権債務消去額△1,315百万円及びその他調整額△２百万円が含まれております。

 セグメント負債の調整額△980百万円には、退職給付に係る負債の調整額334百万円及び債権債務消去額

△1,315百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の経常損失と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,072.64円 951.79円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当

期純損失金額（△）
3.92円 △111.31円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自  平成28年４月１日
至  平成29年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親

会社株主に帰属する当期純損失金額（△）

（百万円）

70 △1,991

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損

失金額（△）（百万円）

70 △1,991

期中平均株式数（千株） 17,894 17,894

 

（重要な後発事象）

 当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（以下

「CCC」）との間で、資本業務提携（以下、「本資本業務提携」）を行うことを決議するとともに、CCCに対する第三者

割当による新株式発行（以下、「本第三者割当」）を行うことについて決議しました。 

 なお、本第三者割当と併せて、CCCは当社株主１名から当社株式を取得（以下、「株主からの株式取得」）する予定

であり、本第三者割当及び株主からの株式取得により、当社の主要株主である筆頭株主の異動が見込まれます。 

 

（本資本業務提携） 

 １．資本業務提携の目的と理由 

 当社とCCCは、平成25年8月9日に資本業務提携契約を締結して以来、既存写真市場におけるシェア拡大などをめざ

し、複合商業施設T-SITEへの出店、TSUTAYA店への併設出店、Tポイント（Tカード）との更なる連携強化、また連結

子会社のラボネットワーク（写真卸販売事業を展開）とCCCの連結子会社であるフォトクリエイト社との業務提携等

を通じ、協力関係を築いてまいりました。そうした中、事業構造改革を強力に推進し、オムニチャネル戦略を一層加

速させ、幅広い年代層のお客さまに対し新たなイメージング体験をご提供することで企業価値創造を目指す当社と写

真領域を重要事業ドメインと考え、ライフスタイル提案企業として写真を通じた生活提案の強化をしていきたいとす

るCCCの中長期的な方向性が合致しており、今までの関係性をより深めることで相互にシナジーが得られることを確

認し、本資本業務提携を行うことを決定いたしました。 

 

 ２．業務提携の内容

 当社とCCCは、以下の分野において業務提携の具体化を進め、両社の事業拡大並びに企業価値の向上に努めてまい

ります。

(1）既存イメージングビジネスの収益性向上及び付加価値化

(2）店舗網の再構築及び新業態開発

(3）両社のデータベースを活用したオムニチャネル戦略の加速

(4）新商品・サービス・新ビジネスモデルの確立

(5）モバイル関連の独自商品・サービスの共同開発

(6）業務改善とコスト効率化

 

 ３．資本提携の内容

 当社は、本第三者割当により、CCCに当社の普通株式3,000,000株（本第三者割当後の所有議決権割合14.36％）を

割り当てます。また、本第三者割当と併せて、CCCは2,207,800株（本第三者割当後の所有議決権割合10.57％）を、

株主から株式取得をする予定であります。
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 ４．資本業務提携の日程

本資本業務提携に係る取締役会決議日  平成29年５月15日

資本業務提携契約締結日        平成29年５月15日

CCCが株主から当社株式を取得      平成29年６月１日（予定）

本第三者割当の払込期日        平成29年６月１日（予定）

 

（第三者割当による新株式発行） 

募 集 の 方 法 第三者割当による方法

払 込 期 日 平成29年６月１日

発 行 新 株 式 数 普通株式3,000,000株

発 行 価 額 1株当たり701円

発 行 価 額 の 総 額 2,103百万円

増 加 す る 資 本 金 1,051百万円

増加する資本準備金 1,051百万円

申 込 期 日 平成29年６月１日

割当先及び割当て株式

数
CCC 3,000,000株

資 金 使 途

①既存イメージングビジネスの収益性向上及び付加価値化のためのブランディング及びシ

ステム投資

②店舗網の再構築及び新業態開発の費用

③新商品・サービス・新ビジネスモデルの開発・展開にかかる費用

そ の 他
上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力発生を条件としま

す。

 

（当社株式の売出し）

売 出 株 式 数 当社普通株式2,207,800株

売 出 価 格 1株当たり701円

売 出 価 額 の 総 額 1,547百万円

売 出 株 式 の 所 有 者

及 び 売 出 株 式 数

 

株式会社キタマサ 2,207,800株

売 出 方 法 株式会社キタマサによるCCCに対する当社普通株式の譲渡

申 込 期 日 平成29年５月15日

受 渡 期 日 平成29年６月１日

そ の 他 上記各号については、金融商品取引法の定める手続きに則っております。
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（主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の異動） 

１．異動する株主の概要

 (1）新たに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社となる者

 カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

 (2）主要株主である筆頭株主に該当しなくなる者

 株式会社キタマサ

 

２．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合

  区分 属性

議決権の数

所有株式数

（議決権所有割合※）

大株主順位
大株主順位

直接所有分 合算対象分 合計

ＣＣＣ

異動前 －

10,001個

1,000,100株

（5.59％）

 

－

10,001個

1,000,100株

（5.59％）

 

第３位

異動後

主要株主であ

る筆頭株主及

びその他の関

係会社

62,079個

6,207,900株

（29.72％）

 

－

62,079個

6,207,900株

（29.72％）

 

第１位

株式会社

キタマサ

異動前
主要株主であ

る筆頭株主

22,078個

2,207,811株

（12.34％）

－

22,078個

2,207,811株

（12.34％）

第１位

異動後 －

0個

11株

（0％）

 

－

0個

11株

（0％）

 

－

※ 議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数 30,852株

平成29年３月31日現在の発行済株式総数           17,918,252株

 

３．異動予定年月日

 平成29年６月１日
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４．その他

(1）役員の異動

①代表取締役の異動

 該当事項はありません。

②その他の役員の異動

 その他の役員の異動につきましては、平成29年５月15日付「役員人事に関するお知らせ」をご参照ください。

 

(2）その他

 該当事項はありません。
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